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Ⅰ  平成２８年度一般会計決算概要  

 

平成２８年度における当組合一般会計の決算は、平成２７年度決算額を上回り、

前年度の決算と比べ歳出は３，８６８万９千円の増であった。  

歳出の主な内容としては、人件費が歳出額の８１．６％を占めた。投資的経費

では、普通建設事業費の新規事業により、昨年度に対して２，７７０万１千円、

１，３８９．０％の増となった。  

組合構成町の厳しい財政状況を踏まえ、今後も徹底した既存経費の見直しを図

り、真に必要性の高い事業への予算を確保し、最小の経費で最大の効果を上げる

ため効率的な業務運営に努めた。  

総務管理費では、統一的な基準による財務書類を平成３０年３月末までに公表

するため、その作成に必要な情報を備えた固定資産台帳を整備した。  

葬祭業務では、平成２７年度から３ヵ年で火葬炉の大規模改修工事を計画して

おり、２年目となる平成２８年度は、３号火葬炉の大規模改修及び霊台車の耐火

物張替えを行い、利用者に不便をかけることのないよう施設の保全管理に努めた。  

消防業務では、東日本大震災時の経験を踏まえ、各種装備・救急資器材を増強

した高規格救急自動車を整備した。また、油圧救助器具等の資器材更新を行うな

ど、消防力の充実・強化を図り、住民一人ひとりが安心して暮らせる地域づくり

に努めた。  

 

１ 決算収支                       

平成２８年度決算規模は、一般会計歳入歳出予算総額６億６，１８５万円に対

し、歳入決算額６億６，３３２万円（対前年度比１０６．０％）、歳出決算額   

６億５,０２１万５千円（対前年度比１０６．３％）、歳入歳出差引額は１,３１０

万５千円となった。 

実質収支は、歳入歳出差引額と同じ１,３１０万５千円となり、そのうち、地

方自治法第２３３条の２の規定により、１,２１０万円を財政調整基金へ積み立

て、１００万５千円を平成２９年度に繰り越すこととした。 

（単位：千円） 
 

区 分 

 

 

歳入総額 

 

(A) 

 

歳出総額 

 

(B) 

 

歳入歳出 

差引額 

(A)－(B) 

(C) 

 

翌年度に繰り

越すべき財源 

(D) 

 

実質収支 

(C)－(D) 

(E) 

 

歳計剰余金

積立 

 

純繰越金 

 

 

平成２８年度 663,320 650,215 13,105 0 13,105 12,100 1,005 

平成２７年度 625,732 611,526 14,206 0 14,206 13,200 1,006 
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Ⅱ 平成２８年度款別決算表 

１ 歳   入 

 （単位：円・％） 

科   目 予算現額 調 定 額 収 入 済 額 
不 納 

欠損額 

収 入 

未済額 

予 算 額 に 

対する収入 

増 減 額 

収 入 割 合（％） 

予算額 調定額 構成比 

1 分 担 金 
及び負担金 620,443,000 

620,437,375 620,437,375 0 0 △5,625 99.9 100.0 93.5 

2 使 用 料 
及び手数料 1,180,000 1,955,400 1,955,400 0 0 775,400 165.7 100.0 0.3 

3 県支出金 421,000 421,358 421,358 0 0 358 100.1 100.0 0.1 

4 財産収入 6,000 5,964 5,964 0 0 △36 99.4 100.0 0.0 

5 繰 入 金 11,000,000 11,000,000 11,000,000 0 0 0 100.0 100.0 1.7 

6 繰 越 金 1,000,000 1,006,492 1,006,492 0 0 6,492 100.6 100.0 0.1 

7 諸 収 入 1,400,000 2,093,101 2,093,101 0 0 693,101 149.5 100.0 0.3 

8 組 合 債 26,400,000 26,400,000 26,400,000 0 0 0 100.0 100.0 4.0 

合   計 661,850,000 663,319,690 663,319,690 0 0 1,469,690 100.2 100.0 100.0 

 

 

２ 歳  出 

      （単位：円・％） 

科    目 予 算 現 額 支 出 済 額 不 用 額 
執行割合

（％） 

構成比

（％） 

1 議 会 費 897,000 802,667 94,333 89.5 0.1 

2 総 務 費 58,461,000 56,696,216 1,764,784 97.0 8.7 

3 衛 生 費 25,980,000 23,460,067 2,519,933 90.3 3.6 

4 消 防 費 565,598,000 559,342,571 6,255,429 98.9 86.0 

5 公 債 費 9,914,000 9,913,218 782 99.9 1.6 

6 予 備 費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0 

合    計 661,850,000 650,214,739 11,635,261 98.2 100.0 
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Ⅲ 四半期ごとの収支及び予算執行状況 

１ 歳   入 

 （単位：円・％） 

区  分  
第１・四半期  

(４～６月 ) 

第２・四半期  
(７～９月） 

第３・四半期  
(１０～１２月 ) 

第４・四半期  
(１～３月 ) 

出 納 整 理 

期  間 
合  計  

予 算 額 664,646,000 664,646,000 664,646,000 661,850,000 661,850,000  

1 
分 担 金 
及び負担金  

310,223,188 153,511,000 156,703,187 0 0 620,437,375 

2 
使 用 料 
及び手数料 

297,400 412,600 522,400 723,000 0 1,955,400 

3 県 支 出 金 0 421,358 0 0 0 421,358 

4 財 産 収 入 0 0 0 5,964 0 5,964 

5 繰 入 金 0 0 0 11,000,000 0 11,000,000 

6 繰 越 金 1,006,492 0 0 0 0 1,006,492 

7 諸 収 入 105,381 130,836 125,575 1,670,685 60,624 2,093,101 

8 組 合 債 0 0 0 26,400,000 0 26,400,000 

合   計  311,632,461 154,475,794 157,351,162 39,799,649 60,624 663,319,690 

歳入累計（Ａ） 311,632,461 466,108,255 623,459,417 663,259,066 663,319,690   

予算に対する 
収入割合（％） 46.9 70.1 93.8 100.2 100.2   

 

２ 歳   出 

（単位：円・％） 

区  分  
第１・四半期  
（４～６月 ) 

第２・四半期  
(７～９月 ) 

第３・四半期  
(１０～１２月 ) 

第４・四半期  
(１～３月 ) 

出 納 整 理 

期 間 
合  計  

予 算 額 664,646,000 664,646,000 664,646,000 661,850,000 661,850,000  

1 議 会 費 81,600 81,000 544,800 90,882 4,385 802,667 

2 総 務 費 12,739,326 10,798,495 14,530,910 14,374,847 4,252,638 56,696,216 

3 衛 生 費 5,370,235 6,531,814 5,753,562 5,012,736 791,720 23,460,067 

4 消 防 費 146,529,934 104,843,429 159,661,075 141,279,243 7,028,890 559,342,571 

5 公 債 費 0 4,961,646 0 4,951,572 0 9,913,218 

6 予 備 費 0 0 0 0 0 0 

合   計 164,721,095 127,216,384 180,490,347 165,709,280 12,077,633 650,214,739 

歳出累計（Ｂ） 164,721,095 291,937,479 472,427,826 638,137,106 650,214,739   

予 算 執 行 
割 合（％） 24.8 43.9 71.1 96.4 98.2   

公金現在高 
(Ａ) － (Ｂ) 

146,911,366 174,170,776 151,031,591 25,121,960 13,104,951   
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Ⅳ 性質別歳出内訳表 
（単位：千円・％） 

区  分 

平成２８年度 平成２７年度 

決 算 額 
構 成 比 

（％） 

前年比較 

増 減 額 

前年対比 

（％） 
決 算 額 

構 成 比 

（％） 

前年比較 

増 減 額 

前年対比 

（％） 

義務的経費 545,233 83.9 10,050 101.9 535,183 87.6 △ 6,083 98.9 

  人 件 費 530,360 81.6 13,223 102.6 517,137 84.6 △ 10,042 98.1 

  扶 助 費 4,960 0.8 △ 535 90.3 5,495 0.9 △ 35 99.4 

  公 債 費 9,913 1.5 △ 2,638 79.0 12,551 2.1 3,994 146.7 

投資的経費 29,850 4.6 27,701 1,389.0 2,149 0.3 △ 6,324 25.4 

  
普通建設

事 業 費 
29,850 4.6 27,701 1,389.0 2,149 0.3 △ 6,324 25.4 

  
うち補助 

事業費 
0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

  
うち単独 

事業費 
29,850 4.6 27,701 1,389.0 2,149 0.3 △ 6,324 25.4 

その他の経費 75,132 11.5 938 101.3 74,194 12.1 8,255 112.5 

  物 件 費 62,429 9.6 477 100.8 61,952 10.1 6,351 111.4 

  補助費等 6,714 1.0 △ 366 94.8 7,080 1.2 △ 1,182 85.7 

  積 立 金 6 0.0 △ 1 85.7 7 0.001 1 116.7 

  
維 持 

補 修 費 
5,983 0.9 828 116.1 5,155 0.8 3,085 249.0 

合  計 650,215 100.0 38,689 106.3 611,526 100.0 △ 4,152 99.3 

 

 

 

Ⅴ 地方債現在高調 

（単位：千円） 

  

区   分  
平成２７年度末  

現 在 高 

平 成 ２８年 度 

借 入 額 

平 成 ２８年 度 

償 還 元 金 額 
差引現在高 

消防施設整備事業債 

（全国自治協会） 
32,582 26,400 9,816 49,166 

合   計 32,582 26,400 9,816 49,166 
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平成２８年度 亘理地区行政事務組合一般会計決算額  

 

  

   

 

  

     

   

   

  

  

  

  

  

 

  

  

  

 

  

 

 

 

  

 

分担金及び負担金

620,437 (93.5%)

使用料及び手数料

1,956 (0.3%)

財産収入 6 (0.0%)

繰入金 11,000 (1.7%)

繰越金 1,007 (0.1%)

諸収入 2,093 (0.3%)

県支出金 421 (0.1%)

組合債 26,400 (4.0%)

自主財源

636,499 (95.9％)

依存財源 26,821 (4.1％)

【歳 入】

歳入決算額

663,320

（千円）

議会費 803 (0.1%)

総務費 56,696 (8.7%)

衛生費

23,460 

(3.6%)

消防費

559,343 (86.0%)

公債費 9,913 (1.6%)

予備費 0 (0.0%)

【歳 出】

歳出決算額

650,215

（千円）

山元町（衛生費）

8,546 (1.4%)

亘理町（衛生費）

16,654 (2.7%)

亘理町（消防費）

378,044 (61.6%)

山元町（消防費）

210,809 (34.3%)

衛生費分担金 25,200 (4.1%)

消防費分担金

588,853 (95.9%)

【両町分担金の割合】

両町分担金

614,053

（千円）

人件費

530,360 (81.6%)

扶助費

4,960 (0.8%)

公債費

9,913 (1.5%)

普通建設事業費

29,850 (4.6%)

物件費 62,429 (9.6%)

補助費等 6,714 (1.0%)

積立金 6 (0.0%)

維持補修費 5,983 (0.9%)

義務的経費

545,233 (83.9%)

投資的経費 29,850 (4.6%)
その他の経費 75,132 (11.5％)

【性質別決算内訳】

歳出決算額

650,215

（千円）
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ 一般会計の状況 

 

 

 
（１） 定例会及び臨時会 

 議会の開催状況 
議 会 審 議 状 況 

管理者提出 議 員 提 出 

区 
 

 

分 

招

集

開

催 

会
期
延
日
数 

会
議
延
日
数 

審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 
審

議

件

数 

原

案

可

決 

修

正

可

決 

否

決 

撤

回 

定

例  
２ ２ ２ ９ ９         

臨

時  
２ ２ ２ ３ ３         

 

（２） 調査及び活動研修 

    先進地視察調査（１１月７日～１１月８日） 

【調査地】新潟県新潟市(富士建設工業㈱)、阿賀野市(阿賀北葬斎場) 

     山形県米沢市(置賜広域行政事務組合消防本部) 

【事 項】新 潟 市：火葬炉の製造 

     阿賀野市：最新火葬炉設備と火葬業務の民間委託状況 

     米 沢 市：消防広域化先進地域 

 

（１） 総務事業 

ア 職員等の健康診査 

    職員及び臨時職員の健康の保持増進を図った。 

健 診 名  受診者数  実 施 日  備考  

定期健診  

(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

６２人  

（５２人） 

６月２３、２４日  

７月２日  

 

 

腹部超音波検査  ２人  ９月１４日  

人間ドック 

(Ｂ型・Ｃ型肝炎抗体検査） 

１６人  

（１４人） 

８月２０日  

９月３、６、７、８、１７、２６日  共済組合  

助成事業  
脳ドック ５人  ９月１２、１４、１５、１６日  

  

イ 職員研修 

質の高い行政サービスを提供する為、職員育成を目的とし各

種研修を２４人に受講させた。 

研 修 名  受講者数  場  所  備考  

条例・規則作成研修  ３人  県市町村職員研修所   

給与制度等研修  ２人  〃  

管理者研修Ⅰ ２人  〃  

マスメディア対応研修  ２人  〃  

２款  

総務費  

56,696 

 

１ 総務管理  

の状況  

56,616 

 

１款  

議会費  

803 

１ 議会の状況  

803 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

OA 研修  ４人  県市町村職員研修所   

トップセミナー １人  〃  

技能労務職員研修  １人  〃  

メンタルヘルス講座  ２人  パレス松洲  管理監督者対象  

メンタルヘルスセミナー ２人  県庁  管理監督者対象  

人づくり政策研修  １人  自治会館   

ストレス対処法セミナー ２人  大河原合庁  一般職員対象  

職場のストレスマネジメントセミナー ２人  〃 管理監督者対象  

 

ウ 広報事業 

組合議会、消防及び葬祭業務の内容を広く住民に周知し、理

解を深めて頂くため、平成２８年度から表紙・裏表紙をカラー

に、残り２ページを２色刷りに変更した広報「ぎょうせいわた

り」を発行した。また、創刊１００号を記念し、１０ページに

増頁したフルカラー版も発行し、亘理・山元両町全世帯と主要

事業所等へ配布した。 

 

エ 人事評価制度研修会 

地方公務員法の改正により、今年度から導入された人事評価

制度について、制度の目的や目標の立て方について理解を深め

るため全職員を対象とした研修会を実施した。 
   

 講  師：一般社団法人 日本経営協会 

    研修日程：【被評価者研修】 

          平成２９年３月２３日（水）９時～１２時 

          平成２９年３月２４日（木）９時～１２時 

         【評価者研修】 

          平成２９年３月２３日（水）１３時～１６時 

 

オ 第一種衛生管理者免許の取得 

常時５０人以上の労働者を使用する事業場では、衛生管理者

を選任し、衛生に係わる技術的な事項を管理させる必要がある

ことから、すべての業種の事業場において衛生管理者になるこ

とができる第一種衛生管理者免許を取得した。 

 

カ 固定資産台帳整備事業 

統一的な基準による財務書類の整備に向けて、組合が保有す

る資産について的確に把握する必要があることから、固定資産

台帳の整備を行った。 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 主な支出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最少の経費で最大の効果を上げるように事務・事業が執り行われて

いるか、公正な視点で監査及び審査を行った。 

 ア 平成２７年度亘理地区行政事務組合一般会計決算の審査 

  イ 平成２８年度一般会計歳入歳出予算に関する事務の執行及び事

業の監査 

 

 

 

  

 （単位：円） 

組合広報紙印刷代  ９６６，６１２ 

職員健康診断委託料  １，０３３，５２６ 

固定資産台帳整備業務委託料  ２，４３０，０００ 

人事給与システム使用料  １，３９７，０８８ 

複合印刷機賃借料  ４９６，２６０ 

パソコン賃借料   ６７２，８４０ 

財務会計システム使用料  ８２９，４４０ 

本署車庫オーバーヘッドドア維持修繕工事  １，９６５，６００ 

本署高圧電気設備機器更新工事  ４４９，２８０ 

区 分  一 般 監 査 決 算 審 査 そ の 他 

回   数  ２ １ ０ 

所要日数  ２ １ ０ 

２ 監査委員  

の状況  

80 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 葬祭場の管理状況 

遺族及び利用者が心静かに故人の追悼ができるよう、環境及び

設備の整備等を行い施設保全に努めた。 
   

葬祭場利用状況                        （単位：件） 

区 分  Ｈ２８年度  Ｈ２７年度  増 減  

亘 理 町 ３７５ ３８４ △９ 

山 元 町 １７２ １７２ ０ 

他の市町  ４９ ４６  ３ 

合  計  ５９６ ６０２ △６ 

 

（２） 亘理葬祭場基本方針の策定 

火葬場施設は地域社会に必要な社会基盤施設であるとともに、

住民の生活にとっても必要不可欠な施設であり、住民の需要に応

え、より質の高いサービスを提供していく必要がある。 

亘理葬祭場は改築してから４１年が経過し、施設や火葬炉設備

の老朽化が危惧される中、将来を見据え、火葬場施設の整備を検

討する必要があると考えられることから、現火葬場の現状分析を

踏まえながら、今後、火葬場のニーズにどのように対応していく

かを示す指針として、基本方針を策定した。 

 

（３） 主な支出                   

 

 

 

 

 

  

 （単位：円） 

燃料費（重油：火葬燃料） １，４６０，５９０ 

３号炉改修工事、霊台車維持修繕工事  ２，５７０，４００ 

和室待合室用エアコン設置工事（２台） １５１，２００ 

洋室待合室用エアコン設置工事（２台） ２９１，６００ 

３款  

衛生費  

23,460 

 

１ 葬祭場  

の状況  

23,460 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域に密着した自治体消防として、火災の予防や消火、救急、救助な

ど「住民の安全・安心」の担い手としてその役割を果たすとともに、住

民一人ひとりが安心して暮らせる地域づくりに取り組んだ。 

 

（１） 消防職員の研修状況 

ア 宮城県消防学校入校 

消防業務に必要な知識を段階的に習得するための教育を受講

した。  

教育訓練種別  入校者数  

初任総合教育  ３人  

専科教育警防科  １人  

専科教育危険物科  １人  

専科教育火災調査科  １人  

特別教育指揮隊長教育講習  １人  

特別教育救急救命士処置拡大講習  ２人 
 

イ 救急救命士研修 

救急救命士は、常に一定水準以上の高度な救急技術を求めら

れていることから、東北救急医学会をはじめとする研修会等に

参加し、事例研究を通した技能熟達に努めた。(１０回、１８名) 

 

ウ 救命救急東京研修所入所 

国家試験資格である救急救命士を養成するため、救急救命東

京研修所にて研修を受講させ、資格取得を成した。 

教育訓練種別  入校者数  

救急救命士新規養成課程  １人  

 

エ 救急救命士の病院研修 

住民への質の高い病院前救護を提供するため、救急救命士と

して必要な救急医療の知識、技術の維持・向上を目的に、指定

医療機関で研修を受けた。 

 

 

 

 

 

    

  

指定医療機関  人数  

総合南東北病院  ６人  

独立行政法人  宮城病院  ５人  

４款  

消防費  

559,343 

 

１ 消防事務  

の状況  

559,343 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 消防職員の資格取得状況 

消防業務に必要とされる、各種資格の取得に努めた。 

資格種別 取得者数 

救急救命士 １人 
二級小型船舶操縦士 １人 
小型移動式クレーン運転技能講習 １人 

玉掛け技能講習 １人 

潜水士 １人 
大型自動車運転免許 ２人 

中型自動車運転免許 ２人 

予防技術資格者 ２人 

 

（３） 消防職員の訓練状況 

ア 身近な災害対応への訓練 

消防を取り巻く社会情勢の変化に伴い、火災はもとより、交

通事故、水難事故、特殊災害など災害の形態も複雑多様化し、

従来の消防活動に加えて、新たな知識や資機材、消防戦略が必

要となっている。これらの災害を想定し、小隊単位、署単位で

警防・救助・救急訓練を計画的に実施した。 

 

イ 大規模災害に備えた訓練 

下記の訓練等に参加し、大規模災害発生時の応援及び受援体

制の連携強化を図った。 

 

（４） 消防の諸活動 

ア 警防活動の状況 

 (ア)  火災出動 

火災出動件数は１５件で、前年度より１１件減少した。

火災による損害額は、８５，５２２千円であった。 

名  称  月 日  参加者数  実施主体 

県消防協会亘理地区  

支部水防訓練 
 ７月 ２日 １５人 

県消防協会 

亘理地区支部 

県消防救助技術指導会 ７月５日 １３人 県消防長会 

山元町総合防災訓練 １１月１３日 １５人 山元町 

緊急消防援助隊北海

道東北ブロック訓練 

１０月１２日 

１３日 
４人 

北海道東北ブロック 

合同訓練推進協議会 

火災の種別  
出 動 件 数 

増減  
出 火 原 因 

（Ｈ２８年度） Ｈ２８年度  Ｈ２７年度  

建物火災 ８ ９ △１ 火入れ、たばこ、こんろ 

車両火災 １ ４ △３ その他  

林野火災 ０ ２ △２  

そ の 他 ６ １１ △５ 放火、火入れ、その他  

計  １５ ２６ △１１  
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (イ) 警戒出動（３０件） 

交通事故等における危険物漏えいや、強風・大雨などの

自然災害により人命に危険が予想される時など､災害の被

害拡大防止のために出動した。 

 

 (ウ) 偵察出動（２０件） 

火災と紛らわしい火煙の発見又は通報により、その真偽

を確認するために出動した。 

 

 (エ) 地水利調査 

地水利調査は、消防活動に重要な意義をもつものである

ことから、毎月計画的に管内の地理、消火栓、防火水槽、

河川及び池、沼等を実際に調査し、現状把握に努めた。 

 

イ 緊急消防援助隊の活動状況 

平成２８年８月３０日岩手県大船渡市付近に上陸した台風１０

号により、岩手県内各所で河川が氾濫し、多くの死者・行方不

明者が発生した。 

８月３１日、岩手県知事から緊急消防援助隊の応援要請を受

けた消防庁長官からの出動の求めにより、緊急消防援助隊宮城

県隊として、当消防本部から救急車１台が出動。８月３１日か

ら９月９日までの１０日間、延べ９名が岩手県岩泉町地区の孤

立地域の安否確認や行方不明者の検索活動にあたった。 

 

ウ 救急・救助活動の状況 

 (ア) 救急出動 

救急出動件数は２，０９３件で、前年度より３２件増加

した。 

①  救急出動及び搬送人員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 事故の種別           （単位：件） 

区 分 Ｈ２８年度 Ｈ２７年度 増 減 

急 病 １，４０９ １，３７８ ３１ 

一般負傷 ２４５ ２５１ △６ 

転 院 ２２０ ２２０ ０ 

交通事故 １４８ １５５ △７ 

そ の 他 ７１ ５７ １４ 

計 ２，０９３ ２，０６１ ３２ 

区 分 
Ｈ２８年度 Ｈ２７年度 増  減 

件 数 人 数 件 数 人 数 件 数 人 数 

亘 理 町 １，４３９ １，３３０ １，４２６ １，２８２ １３ ４８ 

山 元 町 ６５０ ６２６ ６３１ ５９５ １９ ３１ 

管  外 ４ ０ ４ ２ ０ △２ 

計 ２，０９３ １，９５６ ２，０６１ １，８７９ ３２ ７７ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  地域別医療機関搬送人員              （単位：人）     

区  分 Ｈ２８年度 Ｈ２７年度 増 減 

管 内 亘理・山元町 ３８３ ３８３ ０ 

管 

外 

仙 台 市 ４６１ ３７０ ９１ 

岩 沼 市 ７４０ ７２５ １５ 

名 取 市 ４２ ４１ １ 

そ の 他 ３３０ ３６０ △３０ 

計 １，５７３ １，４９６ ７７ 

合   計 １，９５６ １，８７９ ７７ 

 

 (イ) 救助出動 

救助工作車及び救助資機材を活用し、１８人を救助した。 

 

 

エ  応急手当等の指導 

管内の各種団体や企業、個人を対象に救命講習を実施し、  

応急手当の普及啓発に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 予防活動の状況 

平成３０年４月１日より違反対象物の公表制度が開始されるのに伴い、

立入検査を積極的に実施し、違反是正に努めた。 

また、住宅用火災警報器の設置促進、維持管理等について、組合の

広報紙、ホームページに掲載し、継続的に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

    （単位：件） 
区 分 Ｈ２８年度 Ｈ２７年度 増 減 

交通事故 １１ ２２ △１１ 

水難事故 ０ ４ △４ 

機械事故 ３ ０ ３ 

建物等による事故 １ ０ １ 

そ の 他 ３ ７ △４ 

計 １８ ３３ △１５ 

区 分 
Ｈ２８年度 Ｈ２７年度 増 減 

回数 受講者数 回数 受講者数 回数 受講者数 

普通救命講習会 ２６ ２４２ ２７ ３１０ △１ △６８ 

上級救命講習会 ２ ２８ ２ ２９ ０ △１ 

計 ２８ ２７０ ２９ ３３９ △１ △６９ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 防火対象物等の査察状況 

学校・工場・病院等の防火対象物及び危険物施設を立入検査

し、災害発生防止の指導を行った。 
  

 

 

 

 

 

イ  建築確認同意事務の状況 

消防法第７条による建築確認同意について、消防法令に基づ

き審査を行い、適正な処理を行った。 

 

ウ 危険物取扱事務の状況 

危険物の規制に関する関係法令等の規定に基づき、書類審査

及び施設検査を行った。                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 
エ 消防広報活動 

広報「ぎょうせいわたり」を年４回発行し、管内全世帯に配布

し、地域住民の防火思想の普及啓発に努めた。 

 
オ 亘理地区防災安全協会事務局 

亘理郡内の危険物取扱事業所、防火管理者を有する事業所等

を会員とする組織（２２２事業所）の事務を行っている。 

年間事業として、防火講習会及び防火訓練、視察研修、救命講

習会、啓発活動（防災関係資料、ポスター配布）並びに防災情報

の提供等を行った。 

 

 

 

 

 

区 分 
Ｈ２８年度 

施設総数 

立入検査実施件数 

Ｈ２８年度 Ｈ２７年度 増 減 

防火対象物 １，１２９ ５７０ ５１４ ５６ 

危険物施設 １８１ １０８ ９７ １１ 

計 １，３１０ ６７８ ６１１ ６７ 

   （単位：件） 

区 分  Ｈ２８年度  Ｈ２７年度  増 減  

建築確認同意 ２１２ １９１ ２１ 

消防用設備等の設置審査 ４０ ５８ △１８ 

計  ２５２ ２４９ ３ 

   （単位：件） 

区 分  Ｈ２８年度  Ｈ２７年度  増 減  

設置及び変更許可  １４ １４ ０ 

完成検査及び水張検査  １１ １８ △７ 

使用承認  ４ ３ １ 

計  ２９ ３５ △６ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ 婦人防火クラブの育成指導 

「防火は地域・家庭から」の誓いのもと全戸加入を推進する

と共に、消火器の取扱訓練や防火講話等を行い、防火・防災の啓

発にあたった。 

また、クラブの基幹事業として、県、仙台南地方消防連絡協議

会等主催の婦人防火クラブ大会や研修会等に積極的に参加し、

クラブ員の育成指導に努めた。 

 

 

 

 

 
キ 幼年消防クラブの育成指導 

幼年消防クラブ１０団体、５０７人に対して、防火講話や防

火映画の上映、避難訓練等を行い、クラブ員の育成指導に努め

た。 

 

（６） 消防団への訓練指導  

地域の暮らしの安全を守るうえで、非常に重要な役割を果たしている

消防団の組織力の維持・向上に資するよう、下記のとおり訓練指導を

行った。 

区  分  
亘理町消防団  山元町消防団  

備  考  
回数  受講者数  回数  受講者数  

小型ポンプ操法  １５ ２１６ １ １３  

自動車ポンプ操法  １ １６ ０ ０  

初任団員訓練  １ ２５ １ １３ 仙台南消連協  

礼式訓練（幹部） １ ７０ ０ ０  

計  １８ ３２７ ２ ２６  

 

（７） 消防施設等の整備 

近年、多種多様化している災害の活動において、迅速に対応出来る

よう、消防資器材等の整備を行った。 

亘理消防署高規格救急自動車 (平成２０年度購入 )については、購入

後８年経過し老朽化が進んだことから、更新配備し救急体制の充実強

化を図った。 

  

（８） 県移譲事務の状況 

「火薬類取締法」及び「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正

化に関する法律」に係る権限移譲事務を次のとおり処理した。 

 

 

 

 
 

 

 

区 分  
Ｈ２８年度  Ｈ２７年度  増  減  

団体数  会員数  団体数  会員数  団体数  会員数  

地区防火クラブ ７４ １１，６８６ ７３ １１，０８８ １ ５９８ 

   （単位：件） 

区     分  Ｈ２８年度  Ｈ２７年度  増 減  

火薬類に係る事務  １３ １５ △２ 

液化石油ガスに関する事務  ４ ２ ２ 

計  １７ １７ ０ 
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項目及び 

決算額 

（単位：千円） 

事 業 の 執 行 状 況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９） 主な支出  

  （単位：円） 

消防職員用被服  ４，７４１，９５５ 

無線デジタル及び通信回線経費  ４，９７０，５２４ 

ﾒﾃﾞｨｶﾙｺﾝﾄﾛｰﾙ業務委託料（宮城病院、総合南東北病院） ７１８，２００ 

消防指令ｼｽﾃﾑ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ無線保守点検料  ７，９９２，０００ 

耐熱服 １着（更新） ３８３，４００ 

消防用ホース １２本  ３９４，６３２ 

空気呼吸器  １器（更新） １８８，４６０ 

高圧空気容器  ３本（更新） ４０５，０００ 

電動油圧救助器具 (カッター) 一式（更新） ２，５３８，０００ 

高規格救急自動車（更新） ２１，５６７，６００ 

高度救命処置用資器材（更新） ５，７４３，８５０ 

AED トレーナー ２器（更新） １６８，４８０ 

-16-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




